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河内町役場における事務効率化の取り組みについて 
 

 常陽銀行（頭取 秋野 哲也）と地銀ネットワークサービス株式会社（代表取締役社長 

長谷川 芳完）は、このたび、河内町の事務効率化の取り組みの一環として「公共料金明細

サービス」の導入を支援しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

「公共料金明細サービス」とは、各種公共料金（電気料金等）の口座振替データ（支払日、

料金種類、金額などの情報）を口座引落前に事前通知する事務効率化サービスです。 

各地方公共団体では、公共料金の支払い前に決裁者の承認手続きなどが必要であり、口座振替

による支払いを行うことが困難でした。当行は、河内町において公共料金支払の業務負担が課題

となっていることに注目し、デジタルを活用した業務負担軽減施策として、本サービスを提案

しました。 

本サービスの導入により、事前に引落し内容の承認手続きが可能となり、公共料金支払いを

口座振替に一本化することで、職員による銀行窓口等での支払事務や会計システムへの入力

作業など、負担の大きい公共料金支払いにかかる事務を合理化できます。 

河内町役場における本取り組み開始により、「公共料金明細サービス」を導入している

地方公共団体は県内 14 市町村になりました。 

当行は、今後とも、お客さまの利便性向上および地方公共団体の事務効率化に向けて積極的に

取り組んでまいります。 

記 

 

1．取扱開始地方公共団体 

地方公共団体名 取扱開始日 

河内町 1 月 2７日（月） 

    

2．公共料金明細サービスの概要等 

サービス概要 
各種公共料金の口座振替データ（支払日、料金種類、金額などの情報）

を口座引落前に事前通知する事務効率化サービス 

取扱公共料金 電話料金、電気料金、ガス料金、水道料金、放送受信料 

メリット 

・各部署単位で管理している公共料金の支払いを請求書による支払いから

口座振替に一本化することにより事務の合理化を図ることができます。 

・会計システムに、口座振替明細データを連携することが可能なため、

入力作業が軽減されます。 

  ※本サービスの仕組みと導入実績については（別紙）を参照ください。 

 以 上 



【公共料金明細サービスの仕組み】                 

本サービス導入後、公共料金支払いを請求書による支払いから口座振替に変更することにより、

各地方公共団体等では下記図④、⑦、⑧の事務負担が軽減されます。また、公共料金の支払い

漏れ防止やペーパーレス化に寄与します。 

 

〇サービス導入後の業務フロー 

 公共料金収納機関 お客さま（河内町） 常陽銀行 
（地銀ネットワークサービス㈱） 

 

 

 

 

現 状 

① 請求書送付 

 

 

 

②請求書受領 

 

③公共料金の支払承認 

 

④銀行窓口等での支払 

 

⑦請求書と領収書の突合 

 

⑧財務会計システムへの入力 

 

 

 

 

⑤納付受付 

 

⑥領収書交付 

 

 

 

 

導入後 

①口座振替データ送信  

 

③通知データ受信 

 

④公共料金の支払承認 

 

⑤口座振替による公共料金支払 

 

⑥財務会計システムにデータ取込 

②口座振替データ加工 

 

 通知データ作成、送信 

（地銀ネットワークサービス㈱） 

 

 

【公共料金明細サービス導入実績（河内町導入後）】  

当行では、デジタルを活用した公共団体の事務効率化に向けて積極的に取り組んでいます。 

・本サービスを導入済の県内地方公共団体：14 団体（内 10 市 4 町） 

・主な取扱科目：電気料金、電話料金、上下水道料金、放送受信料、ガス料金、農業集落

排水使用料、通信料 

 

 

 

     

（別紙１） 



 
【常陽銀行の地方公共団体様向けソリューションメニュー】 
 

（別紙 2） 

今回提案した 

ソリューション 




